





られているところである。2010(平成 22) 年 12 月に閣議決定された「第 3 次
男女共同参画基本計画」では、「男性、子どもにとっての男女共同参画」（第


































　男性の地域への参画の意義は、「男性個々人にとっての意義」と「社会 ( 地域 )

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　日本の高齢者人口（65 歳以上）は、2012（平成 24）年 10 月 1 日現在、過去最
第 9 章　超高齢化の地域課題と男性
123
高の 3,079 万人となり、高齢化率（総人口に占める割合 ) は 24.1％である。今
後も高齢者人口は増加を続けると推計されており、2040 年に 3,868 万人（高
齢化率 36.1％）、その後、高齢者人口は減少するが高齢化率は上昇し、2060
年には高齢化率 39.9％ （高齢者人口 3,464 万人）と、国民の約 2.5 人に 1 人が
65 歳以上になると推計されている。これに呼応し、要介護者等（介護保険制
度における要介護者または要支援者と認定された人）も急増している。65 歳以
上の要介護者等数は、2010（平成 22）年度末には 490.7 万人となっており、65
歳以上人口の 16.9％を占めている。2001（平成 13）年度末の 287.7 万人と比べ
ると、203 万人増加している（内閣府『平成 25 年版 高齢社会白書』）。また、認
知症高齢者数（「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ⑸以上の高齢者（65 歳以上）数）
は、2010（平成 22）年には 280 万人おり、65 歳以上人口の 9.5％を占めている。
この数は今後も増加が予想され、2025（平成 37）年には 470 万人（65 歳以上人









女性 39.0％と 3 割以上を占めている。また男性では、80 歳以上の介護者の
割合が 20.5％と高くなっている（女性では 8.7％）。
　介護・看護を理由に離職・転職する人も、男女ともに増加している（図 2）。
2006（平成 18）年 10 月～ 2007（平成 19）年 9 月の介護・看護を理由とする離職・





































































































励みになればと、2013（平成 25）年 7 月に、参加者のうち 3 名が講師ととも


































⑵ 2012（平成 24）年の自殺者数は、女性 9,696 人に対して男性 20,955 人であった。
年齢階級、原因・動機別件数をみると、男性のほうが「経済・生活問題」「勤




⑷ 2012（平成 24）年では、全国の自治会長に占める女性の割合は 4.4％、PTA 会
長（小中学校 )11.2％、都道府県防災会議委員 4.6％であった（内閣府男女共同
参画局「女性の政策・方針決定参画状況調べ」（2012 年 12 月））。また意識調
査において、「自治会や NPO などの地域活動の場における男女の地域の平等
感」は、女性の 38.3％、男性の 27.9％が、男性の方が優遇されていると回答
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